
令和５年度社会福祉法人指導監査（特別監査）について

１  対象法人

 社会福祉法人みぎわ会

（行橋市南泉三丁目１番５号）

２  実地監査実施日

 令和５年６月１９日、６月２０日

３  指摘事項

下記「文書指摘事項」のとおり。（令和５年７月１０日通知）

４  改善措置報告書提出日

令和5年9月29日

指摘事項

１．「契約の締結」における理事会決議について

改善を必要とする事項・是正改善方策 法人からの改善報告

　定款細則では、理事長等の専決事項の範囲が規定されているが、その範囲を超えた事項について、理事会決議を経る

ことなく契約の締結（変更）が行われていた。また、一部の工事につき、契約書、仕様書が存在せず、工事の詳細が不

明なまま支払いを行っていた。

　　　　①本部改修工事契約

　　　　➁訪問看護ステーション移転に伴う増改築工事契約

　　　　③駐車場整備工事（訪問看護ステーション）

　　　　④泉荘事務所改修（拡充）工事

（社会福祉法人みぎわ会定款細則第３７条別表４、別表５）

　これらの契約は理事会決議がなく、法人として意思決定されたものとは認められない。法人としてこれらの契約が適

当であったのか検証を行い、適当とは認められない部分があれば法人が受けた損害を回復するよう手続きを行うととも

に、理事長が決裁を行う際は、専決事項の範囲を越えて決裁をしないよう、早急に対策を講じること。

　また、１０００万円以上の契約を行う際は、経理規定に則って対応するとともに、該当の契約について、随意契約に

した明確な理由を明らかにすること。

【要因】

　前理事長において社会福祉法についての理解が乏しく、自己の専決事項についての認識が甘かった。そのため「理事

会決議」「競争入札」といった、社会福祉法人を運営していくうえで必要となる手続きが行われなかった。

【改善・回復に向けて】

（ⅰ）損害の回復

　　　前記①～④の工事について、みぎわ会法人内部調査を行うとともに、第三者委員会に調査を依頼している。

　　　上記調査により事実関係及び前理事長の責任等が明らかになり次第、前理事長への責任追及を行う予定である。

（ⅱ）再発防止策

　　　法人の定款・細則の見直し・確認等を行うと共に、法人内部でのチェック機能を強化する。

　　　　①理事長の専決事項の見直しを行う。

　　　　➁理事会での審議・決議方法の確認。

　　　　③稟議書の取り扱い、決定の範囲の明確化。

　　　　④理事会議事録、稟議書の署名人による内容確認の徹底。

　　　　⑤一定金額以上の工事について工事見積書受領および契約書作成を徹底する。

　　　　⑥理事長の専決事項を超える契約においては、理事会の承認を得たことの文書を添えて契約を結ぶ。

　　　　　理事会の承認を得たことを示す文書がなければ工事契約が無効もしくは取り消しうることについての周知を

　　　　　契約前の業者へ徹底する。

【現在の対応状況】

（ⅰ）令和5年9月11日に、第3回の第三者委員会を開催。

　　　前記①～④の工事及びそれ以外についても調査中である。



２．理事長の専決による利益相反取引（自己取引）について

改善を必要とする事項・是正改善方策 法人からの改善報告

３．法人の関係者への特別の利益供与について

改善を必要とする事項・是正改善方策 法人からの改善報告

　社会福祉法では、社会福祉法人は、公益性が高い法人として公費の投入や税制優遇を受けていることから、当該法人

の評議員、理事、監事、職員、その他の政令で定める社会福祉法人の関係者に対し特別の利益を与えてはならないこと

が規定されているが、根拠なく以下の支出をしていることが認められた。

　　　①法人負担による理事長自宅への応接室設置及び備品のソファーの購入

　　　➁法人負担による理事長自宅の庭の木々の伐採及び一部解体・補修整備工事代金の支払い

　　　③理事の顧問選任及び顧問への報酬支出

（社会福祉法第２７条）

　理事は、理事会における議決権の行使等を通じ、法人の業務執行の意思決定に参画する立場にあり、理事長及び他の

理事の職務の執行を監督する役割を担っている。これらの点から考えると、法人を代表する理事長との関係で、明確な

役割分担ができるようにする必要があるため、法令に定めのない役職を置く場合は、役職設置の目的（必要性、理由

等）、職務内容や権限、報酬の有無及び額、就任予定者等について、理事会で十分に議論した上で、定款に定めること

が望ましい。

　今後、速やかに定款や各規程等に基づく適正な取扱いを行うこと。

（社会福祉法第４５条の１６第１項及び同法第４５条の１３第２項第２号）

【要因】

　前理事長において公私混同する行為が行われていた。

名目不明の購入物や代金支払いに対して仮に疑義を生じても前理事長への特別の利益供与にあたるか否かという判断を

会計担当者個人がする権限が与えられておらず、支払いを拒否することができなかった。

　顧問との顧問契約が、前理事長の専権及び顧問税理士の指示でなされていた。

【改善・回復に向けて】

（ i ）前理事長への利益供与に関しては、相当額の返還を求める。

（ⅱ）会計における支払いの際には、名目を明記することを徹底し、疑義があるときは支払いを保留する権限を会計担

　　　当者に与える。

（ⅲ）現顧問については、顧問を置く必要性の有無を検討し、解任の是非、報酬額の検討、既払い分の報酬の取り扱い

　　　を検討する

（ⅳ）前例の無い役職を置く場合は、役職設置の目的や職務内容、権限、報酬の有無や額、就任予定者等において、理

　　　事会で充分に審議し、また、定款に定めることも検討する。

（ⅴ）再発防止をめざし、社会福祉法第27条の理解の徹底を図る事を目的とした、法人役員および各拠点の管理者が必

　　　要な知識を学べる機会を作る。

【現在の対応状況】

（ⅰ）令和5年6月30日付けにて当時の理事2名との顧問契約解除済み。

　社会福祉法では、法人の代表者である理事長が法人と賃貸借契約を締結することは、利益相反取引（自己取引）に当

たるものであり、法人の利益を犠牲にして自己の利益を図るおそれがあることから、重要な事実を開示して理事会の承

認を受けなければならないこと、取引後重要な事実を理事会に報告しなければならないことが規定されている。しか

し、下記の理事長所有不動産の賃貸借契約について、理事会決議を経ることなく契約の締結（賃料の増額）が行われて

おり、理事会への報告もなされていない。

　　　①泉荘　敷地及び通行用道路についての賃貸借契約

　　　　前理事長就任以前からの契約であり、賃料無償で50年間の地上権設定有。

　　　➁法人本部　建物についての賃貸借契約

　　　　前理事長就任以前からの契約であり、グループホームとして利用していた物件を法人資金で法人本部に改修。

　　　③訪問看護ステーション　土地及び駐車場についての賃貸借契約

　　　　前理事長就任後、訪問看護ステーションを前理事長宅敷地内へ移転することを理事会の決議なく理事長の専決

　　　　で決定。その駐車場用地として、法人資金で駐車場を整備。10年間の無償賃貸借契約有。

（社会福祉法第４５条の１６第４項において準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第８４条第１項第２号、第９２条第２項）

　自己取引によって法人に損害が生じたときは、自己取引を行った者（本件では理事長）は、社会福祉法の規定により

その任務を怠ったものと推定され、法人に対し、生じた損害を賠償する責任を負うこととなっている。これらの自己取

引によって、法人に生じた損害の検証を行い、法人が受けた損害を回復するよう早急に対応を講ずること。

（社会福祉法第４５条の２０第３項）

【要因】

　前理事長が、理事長が自己に関わる利益相反取引を行う場合は、理事会の決議を経る必要があることを理解していな

かった。

【改善・回復に向けて】

（ⅰ）各契約における適正賃料を検討する。

（ⅱ）決定された適正賃料を前提に、法人に生じた損害発生の有無及び損害額を確認し、損害が生じていれば賠償を求

　　　める。

【現在の対応状況】

（ⅰ）第三者委員会で、契約内容と適正な賃料、今後の契約のあり方について検討中である。



４．議事録への必要事項の記載について

改善を必要とする事項・是正改善方策 法人からの改善報告

　社会福祉法では、理事会は、法人の業務執行の決定等を決議により行う重要な機関であり、その決議の内容について

は、適切に記録される必要がある。また、理事会の決議に参加した理事が議事録に異議をとどめないものは、その決議

に賛成したものと推定されることから、決議に関する各理事の賛否については、特に正確に記載される必要があるとさ

れている。

　しかし、貴法人理事会議事録において、議案として記載があるもので、決議に関する各理事の賛否が議事録上確認で

きないものや、添付資料等が無く詳細が読み取れないものが認められた。その為、複数の理事から聞き取りを行ったと

ころ、実際に決議が行われていないものや、詳細な説明が行われていないものがあるとの証言が得られた。

（社会福祉法第４５条の１４第８項）

　今後、理事会の開催に当たっては、議案について各理事が賛否を判断できるよう、適切な説明を行い、議事録には、

決議に関する各理事の賛否の記載及び議案に関する資料の添付を行うよう改善を行うこと。また、現理事長就任以降の

議事録において、決議に関する各理事の賛否が確認できないものについては、再度賛否を確認する等、現理事会体制で

の決議事項の整理を行うこと。

【要因】

　理事会における議事録作成の意味及びその重要性についての認識が不足していた。

【改善・回復に向けて】

（ i ）前理事長就任以降の議事録を見直し、議事録から賛否が確認出来ない議案のうち重要事項については、再度賛否を

　　　確認したうえで、記録に留める。

（ⅱ）今後の議事録は、各理事および評議ごとに賛否を記載するとともに、『異議（否）』の意思表示をした各理事お

　　　よび各評議員について、異議を唱えた理由も記録に残す。

（ⅲ）議事録は全役員がいつでも閲覧できるようにする。

【現在の対応状況】

（ⅰ）過去における賛否の不明瞭な決議については各理事の賛否を明確にした。

５．収益事業の運営について

改善を必要とする事項・是正改善方策 法人からの改善報告

　社会福祉法人は、社会福祉事業を行うことを目的として設立されるものであるため、法人の行う社会福祉事業に支障

のない範囲であれば、収益事業を行うことができるものであるが、公益事業及び収益事業は社会福祉事業に対して従た

る地位にあり、原則として、社会福祉事業の収入を公益事業又は収益事業に充てることはできないとされている。その

為、公益事業または収益事業に関する会計は、それぞれ当該社会福祉法人の行う社会福祉事業に関する会計から区分

し、特別の会計として経理する必要があることが規定されているが、収益事業の「みぎわショップ」の会計と社会福祉

事業の会計の区別がなされておらず、社会福祉事業の金員を収益事業へ移動させていたことが確認された。

（社会福祉法第２６条第１項、第２項）

　収益事業の「みぎわショップ」の会計と社会福祉事業の会計を独立させ、収益事業会計の適正化を図ること。

【要因】

　前理事長によって、収益事業であるショップを社会福祉事業を行っている建物内に開設すること及び福祉事業もしく

は公益事業の金員を収益事業に移動することなどが専横的になされてきた。

　こうした前理事長の行為について異議を唱えるも、変更・改善されなかった。

【改善・回復に向けて】

（ⅰ）［みぎわSHOP］は廃止し、［みぎわSHOP］へ資金移動した分については社会福祉の会計へ戻す（返金する）。

（ⅱ）法人の役員、スタッフ全員を対象として、社会福祉事業とお金の取り扱いに対する学習の場を設ける。

（ⅲ）会計監査を強化する。

【現在の対応状況】

（ⅰ）「みぎわSHOP」は既に営業を中止し、税務署にも税理士を通して収益事業廃止届を提出した。

（ⅱ）「みぎわSHOP」の通帳に振り込んだ資金の法人への返金は令和5年7月までに完了した。

（ⅲ）「みぎわSHOP」の看板は、令和5年8月4日に撤去した。



６．基本財産の管理運用について

改善を必要とする事項・是正改善方策 法人からの改善報告

　法人の主たる事務所が令和4年6月17日に移転しているが、基本財産の変更登記が行われていなかった。

　基本財産は社会福祉法人の存立の基礎となるものであり、厳格な管理を行う必要があることから、速やかに登記の確

認及び修正を行うこと。

【要因】

当時の事務員が変更することを失念していたことが考えられる。

【改善・回復に向けて】

可能な限り速やかに法人事務所の登記を行う。

【再発防止策】

（ⅰ）基本財産の管理運用について法人内において現況を再度確認し、登記手続を要するものについては速やかにこれ

　　　を行うこと、定期的に確認をすることを徹底する。

【現在の対応状況】

（ⅰ）令和5年8月中、不動産登記の主たる事務所の移転登記を終了した。

７．国又は地方公共団体以外から社会福祉事業の用に供する不動産を借用している場合について

改善を必要とする事項・是正改善方策 法人からの改善報告

　社会福祉法では、社会福祉法人は、社会福祉事業の主たる担い手として当該事業を安定的・継続的に経営していくこ

とが求められるものであることから、確固とした経営基盤を有していることが必要であり、社会福祉事業を行うために

必要な資産を備えておかなければならないと定義されている。そのため、原則として、法人は社会福祉事業を行うため

に直接必要である全ての物件について、所有権を有していること又は国若しくは地方公共団体から貸与若しくは使用許

可を受けていることを要すると規定されている。

　しかし、前々回、前回の指導監査に引き続き、貴法人では社会福祉事業の用に供する不動産を国又は地方公共団体以

外の者から借用しているが、その事業の存続に必要な期間の利用権の設定及び登記がなされていないものが確認され

た。

（社会福祉法第２５条、「社会福祉法人の認可について【局長通知】」別紙１「社会福祉法人審査基準」第２の１の（１））

　今後、当該不動産については、所有者と協議を行い、購入し法人所有とするか、賃借する場合は地上権又は賃借権の

登記を行うこと。

【要因】

　すべて登記が終了したとの前理事長の報告内容について役員による確認がなされていなかった。

【改善・回復に向けて】

（ⅰ）法人において福祉事業の用に供する不動産の確定を行い、不動産所有権取得の是非等を検討する。

（ⅱ）上記検討の結果により、必要な不動産の所有権獲得のためのプログラムを検討する。

（ⅲ）民間からの借用不動産については、賃借権の決定と、借用期間を長期にわたるように調整する。



８．法人運営全般について

改善を必要とする事項・是正改善方策 法人からの改善報告

　今回の監査の中での指摘事項の多くは、前回の監査では確認されなかったものである。このことについて、理事長に

聞き取りを行ったところ、

　　　　①理事長は社会福祉法人制度及び、法人の内部規程を理解していないこと。

　　　　②その補佐の為、自身の理事長就任にあたり、評議員・理事・監事を刷新し、専門職の方を選任したこと。

　　　　③業務に当たっては、理事会には諮っていないものもあるが、全て評議員・理事・監事のうちの誰かに相談し

　　　　　て業務を行っていたこと。

　　　　④その際に社会福祉法人制度及び、法人の内部規程を踏まえた助言をもらえなかったこと。

等の証言を得た。この聞き取りと監査で認められた事実から、今回の指摘事項の多くは、理事長が理事長という職にあ

りながら、社会福祉法人制度及び、法人の内部規程を理解していないことや、理事長が中心となり、評議員・理事・監

事を選任した結果、組織の内部牽制機能が失われた上、社会福祉法人制度を理解した役員が不存在となったことが大き

な原因と考えられる。

　理事会の構成については、法令での定めはないが、理事は、社会福祉事業について熱意と理解を有し、かつ、実際に

法人運営の職責を果たし得る者でなければならない（社会福祉法人審査基準第３の３の（１））とされており、法人運

営について自らの専門性や知見を活かして助言を行う、法人と理事長との利益相反を監督する、地域住民や利用者など

外部の意見を適切に理事会に反映する、利用者や地域住民などに対して説明責任を果たす等の役割が求められている。

社会福祉法人の使命は、社会や地域への貢献であり、そのために自らの経営の透明性を確保し、説明責任を果たしてい

くことが重要であり、法人の判断基準は、単なる法令遵守だけではない。法令には明確な基準として定められていない

ことであっても、社会福祉法人の使命や社会倫理に従って判断し、法人運営を行うことが必要である。

　今後、法人が事務の適正な執行を確保するため、次により、内部統制体制の整備・構築を図るよう勧告する。

【勧告 ①】

　社会福祉法人制度等の理解を深めるため、有効な取り組みを検討すること。

【勧告 ②】

　法令等を踏まえ法人の内部規程を整理すること。また、法令等が改正された際、適時に対応するための仕組みづくり

を行うこと。併せて、役職員に改正内容等を周知すること。

【勧告 ③】

　「会計監査及び専門家による支援等について」（厚生労働省 社会・援護局福祉基盤課長通知　別添１）の内容を参考

として、財務会計に関する内部統制の向上に関する外部専門家の支援を受けることを検討すること。

【勧告 ④】

　会計に関するマニュアルやチェックシートの整備など、経理規程に基づく適正な運用の遵守・徹底のために有効な手

法を検討すること。

【勧告 ⑤】

　 会計事務に携わる職員に対し、必要な研修を継続的に実施すること。

【勧告 ⑥】

 　公益通報者保護を定めた規程を整備し、全職員に同規程の運用について周知すること。また、実効性のある取組とな

るよう必要な検討を行うこと。

【勧告 ①再発防止策】

（ⅰ）第三者へ講師を依頼するなどして勉強会を行う。今回の問題点が明白になった後、企画する。

【勧告 ②再発防止策】

（ⅰ）顧問弁護士からの指導を仰ぎ、法令等の改正時に迅速・適切に対応していく。

（ⅱ）法令・制度変更時、法人本部より役員へお知らせを出す等の方法にて周知徹底する。

（ⅲ）法人の規約等が変更になったときは、全役員及び全職員に対し周知徹底する。

【勧告 ③再発防止策】

（ⅰ）社会福祉に詳しい税理士から定期的に指導を受ける体制を作る。

【勧告 ④再発防止策】

（ⅰ）会計に関する『チェック表』を作成⇒各事業所経理担当がチェック⇒経理担当が支出内容等に疑問を感じた時は

　　　支払いを一時保留し、管理者に報告・相談⇒疑問が残る場合は管理者が施設長会議等に議題として挙げ、速やか

　　　に審議する。

（ⅱ）『稟議書』については、稟議書は病休等の特別な理由が無い限り、捺印の任にある者全員が内容の適否を確認す

　　　る。なお、稟議書が必要な条件(金額等)の見直しも行う（経理規程の見直しも含む）。

　　　※今回の一連の不正又は不明なお金の動きに関連する『稟議書』の殆どが、前理事長と退職した本部職員Ａの間

　　　　で終結しており、各事業所管理者が認知する機会さえ与えられないまま、前理事長の独断で決済されていたこ

　　　　とが確認されており、結果的に当法人に多大なる損害を齎す大きな要因となった。その事実を鑑み、『稟議

　　　　書』の取り扱いについては、今後、特に細心の注意を払う。

【勧告 ⑤再発防止策】

（ⅰ）税理士等による勉強会を行う。

【勧告 ⑥再発防止策】

（ⅰ）今回の件を受け、社会保険労務士へ『内部通報規程』作成を依頼し、既に原案を受領している。その原案に基づ

　　　き、令和5年7月21日に各事業所の管理者へ向けて説明会を実施している。説明者は社会保険労務士。修正案／決

　　　定案が完成次第、全職員へ周知する。



法人からの総括

【職権の不適切な濫用について】

今後の市の対応

　新しい理事長のもと、新しい役員体制で理事会・評議員会を構成すると共に監事も入れ替わった。また法人外の構成員（弁護士、公認会計士をはじめとする社会福祉法に見識ある者）による第三者委員会を立ち上げ、改善勧告事項及びその

他の事項について、社会福祉法人法令に則った解決をすべく、協議を重ねている。

　前理事長からも物件により返金するとの意思表示を受けている。第三者委員会の意見を踏まえ、前理事長への責任追及及び法人の損害回復に向けて顧問弁護士による交渉を開始する予定である。

また、今回のことは前理事長が行ったことではあるが、みぎわ会役員の管理体制にも問題があったと反省している。管理体制を見直すことで再発防止にとりくむとともに、社会福祉事業の健全な運営が図れるように努力していく所存である。

　今回の一連の前理事長の行為は、主に前理事長の社会福祉法をはじめとした諸法に対する知識の欠如等によるものであるが、加えて、前理事長の専横的行為を阻止できなかった役員体制・各委員会、監事のあり方にも問題がある。

　法人としては、これまで前理事長の行為による不透明な資金の流れに対して、疑問を持ち、異議を唱えながらもそれが全く反映されなかった現場の職員たちの意見に十分耳を傾け、以後このようなことが起こらないよう、また仮に起こって

もそれをすぐに是正できるシステムを早急に構築する予定である。

【再発防止策】

（ⅰ）　前理事長が相談窓口となって機能していなかった相談窓口を設ける。

（ⅱ）　ハラスメントに関する規定を整備し、全職員へ周知する。

（ⅲ）　定期的に様々なハラスメントや虐待防止に関する研修を行う。

（ⅰ）　第三者委員会の最終的な結果の報告を求める。

（ⅱ）　報告された改善内容の実施状況について、引き続き注視する。


